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1 重点施策の実現に向けた重点事業 

 

重点施策の実現を図るための個別の取組を「重点事業」に位置づけ、事業集として示

します。 

 

  重点事業 

重点事業は、まちづくりテーマと重点施策の実現を図ることを目的として、指針の期

間において重点的に取り組むものであり、事業費、人的コストの重点的な投入や事業

の組織横断的な検討により実施していきます。 

 

※ 重点事業には令和７年度当初予算のない事業を含みます。 

※ 令和８年度から令和１０年度の事業費については、令和７年度予算時点の見積額

となっています。また、今後の事業検討の結果や、国制度の詳細が現段階で未確

定のものは、表の金額に含んでいないほか、国制度の動向で今後大幅な変更とな

る場合があります。 

※ 重点事業については、第４次藤沢市公共施設再整備プランとの整合を図るととも

に、令和６年度の中期財政見通しの状況を踏まえ、毎年度見直しながら推進しま

す。 

 



 

 

２ 重点事業の事業概要 

 

 (1) 体系別事業費見通し 

まちづくりテーマ別の年度ごとの事業費見通しは、次のとおりです。 

 

表 1 体系別事業費見通し（事業費ベース） 

  （単位：千円） 

まちづくりテーマ
令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

１
安全で安心なまちを
つくる

1,301,177 3,441,194 3,005,616 1,746,659 9,494,646

２
誰もが、豊かに生活
し、支えあう社会を
つくる

1,564,225 2,502,007 2,391,346 3,228,105 9,685,683

３
笑顔と元気あふれる
子どもたちを育てる

2,944,762 2,954,252 3,974,318 3,938,546 13,811,878

４
都市の機能と活力を
高める

4,733,133 4,813,192 17,231,190 8,807,712 35,585,227

５
未来を見据えてみん
なで進める

2,580,723 2,877,486 3,289,166 5,319,713 14,067,088

合　　計 13,124,020 16,588,131 29,891,636 23,040,735 82,644,522
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 表 2 体系別事業費見通し（一般財源ベース） 

 （単位：千円） 

まちづくりテーマ
令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

１
安全で安心なまちを
つくる

191,247 480,852 416,148 222,163 1,310,410

２
誰もが、豊かに生活
し、支えあう社会を
つくる

1,210,790 1,490,462 1,470,996 1,744,198 5,916,446

３
笑顔と元気あふれる
子どもたちを育てる

926,215 2,150,726 2,316,277 2,280,505 7,673,723

４
都市の機能と活力を
高める

1,517,148 2,057,552 4,998,818 3,248,121 11,821,639

５
未来を見据えてみん
なで進める

1,550,518 1,702,054 1,711,233 1,683,472 6,647,277

合　　計 5,395,918 7,881,646 10,913,472 9,178,459 33,369,495
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

(2) 款別事業費見通し 

事務事業（予算事業）の区分である款をもとに区分した年度ごとの事業費は、次

のとおりです。 

 

表 3 款別事業費見通し（事業費ベース） 

（単位：千円） 

令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

総務費 608,041 1,592,942 1,724,172 4,405,155 8,330,310

環境保全費 325,810 373,925 369,615 260,932 1,330,282

民生費 1,479,320 1,606,257 2,812,189 3,000,399 8,898,165

衛生費 3,334,416 3,419,201 3,498,433 3,513,163 13,765,213

労働費 33,788 33,928 34,067 34,253 136,036

農林水産業費 98,675 139,499 145,855 201,005 585,034

商工費 108,954 122,902 115,045 111,608 458,509

土木費 4,963,871 5,183,893 17,425,783 8,981,906 36,555,453

消防費 22,154 469,447 497,275 10,084 998,960

教育費 1,572,055 1,609,826 1,508,891 1,468,919 6,159,691

小計 12,547,084 14,551,820 28,131,325 21,987,424 77,217,653

市民病院事業 40,000 0 0 0 40,000

介護保険事業費 15,311 15,311 15,311 15,311 61,244

下水道事業費 521,625 2,021,000 1,745,000 1,038,000 5,325,625

小計 576,936 2,036,311 1,760,311 1,053,311 5,426,869

合計 13,124,020 16,588,131 29,891,636 23,040,735 82,644,522

一
般
会
計

特
別
会
計

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表 4 款別事業費見通し（一般財源ベース） 

（単位：千円） 

令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

総務費 400,393 631,216 512,848 663,228 2,207,685

環境保全費 14,109 66,266 48,597 26,672 155,644

民生費 894,769 980,625 1,263,529 1,361,988 4,500,911

衛生費 2,254,192 2,324,827 2,403,897 2,418,461 9,401,377

労働費 29,757 29,897 30,036 30,222 119,912

農林水産業費 32,547 103,522 110,478 130,755 377,302

商工費 43,322 57,270 49,413 45,976 195,981

土木費 1,518,926 2,077,593 4,957,351 3,168,597 11,722,467

消防費 0 147,047 174,875 10,084 332,006

教育費 205,197 1,460,677 1,359,742 1,319,770 4,345,386

小計 5,393,212 7,878,940 10,910,766 9,175,753 33,358,671

市民病院事業 0 0 0 0 0

介護保険事業費 2,706 2,706 2,706 2,706 10,824

下水道事業費 0 0 0 0 0

小計 2,706 2,706 2,706 2,706 10,824

合計 5,395,918 7,881,646 10,913,472 9,178,459 33,369,495

一
般
会
計

特
別
会
計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(3) 性質別事業費見通し 

事業の性質をもとに区分した年度ごとの事業費は、次のとおりです。 

消費的経費とは、支出効果がその年度限り又は極めて短期間に終わるもので、

後年度に形を残さない性質の経費です。人件費、福祉の給付金、道路や施設の維

持補修費などが該当します。 

投資的経費とは、支出の効果が、施設等として長期間にわたる性質の経費で、普

通建設事業費などが該当します。 

 

表 5 性質別事業費見通し（事業費ベース） 

（単位：千円） 

令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

消費的経費 7,137,318 7,508,512 7,898,652 7,891,663 30,436,145

投資的経費 5,986,702 9,079,619 21,992,984 15,149,072 52,208,377

合計 13,124,020 16,588,131 29,891,636 23,040,735 82,644,522
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 表 6 性質別事業費見通し（一般財源ベース） 

（単位：千円） 

令和7年度
予算額

令和8年度
予算額

令和9年度
予算額

令和10年度
予算額

期間合計

消費的経費 3,778,423 5,410,930 5,714,579 5,717,903 20,621,835

投資的経費 1,617,495 2,470,716 5,198,893 3,460,556 12,747,660

合計 5,395,918 7,881,646 10,913,472 9,178,459 33,369,495
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３　施策・事業の体系と事業数 合計事業数　８９

　課　名 頁

まちづくりテーマ１ 「安全で安心なまちをつくる」 重点事業数　１２

1 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

11 災害対策課（危機管理課） 12

21 防災設備等整備事業費 防災政策課 13

31 みどり保全課 14

41 河川水路課 15

51 河川水路課 16

61 公園改修費（法面対策） 公園課 17

71 救急需要対策関連事業【※】 救急救命課 110

81 本町出張所改築整備事業費 消防総務課 18

91 【特別会計】下水道事業費（下水道施設地震対策）
下水道計画業務課（下水道総務
課）・下水道管路課・下水道施設課 19

2 防犯・交通安全対策の充実

11 防犯対策強化事業費（特殊詐欺被害防止対策事業） 防犯交通安全課 21

21 街頭防犯カメラ設置推進事業費 防犯交通安全課 22

31 市道新設改良費（自転車通行空間整備事業） 道路整備課 23

まちづくりテーマ２ 「誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる」 重点事業数　２７

1 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

11 介護人材育成支援事業費 介護保険課 24

21
地域福祉推進課
（地域共生社会推進室）

25

31 包括的支援体制推進事業費
地域福祉推進課
（地域共生社会推進室）

26

41 藤沢型地域包括ケアシステム推進事業費（ケアラー支援）
地域福祉推進課
（地域共生社会推進室）

27

51
地域福祉推進課
（地域共生社会推進室）

111

61 障がい者支援課 29

71 障がい者相談支援事業費 障がい者支援課 30

81 がん療養支援事業費 地域医療推進課・健康づくり課 31

2 健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進

11 地域介護予防活動支援事業費 高齢者支援課 32

21 健康づくり推進事業費 健康づくり課 33

地域生活支援事業費（情報保障、移動支援、日中一時支
援の充実）

（事務事業名の後ろに【※】があるものは、令和７年度当初予算がない事業）

体系コード 　事 務 事 業 名

地域防災支援事業費

緑地改修事業費

河川水路修繕費（小糸川護岸改修）

一色川改修費

生活困窮者自立支援事業費

地域における相談体制や支援の充実関連事業【※】



　課　名 頁体系コード 　事 務 事 業 名

31 がん検診事業費 健康づくり課 34

41 高齢者支援課 35

3 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

11 六会地区まちづくり事業費 六会市民センター 37

21 片瀬市民センター 38

31 明治地区まちづくり事業費 明治市民センター 39

41 御所見地区地域まちづくり事業費 御所見市民センター 40

51 遠藤まちづくり推進事業費 遠藤市民センター 41

61 長後地域活性化事業費 長後市民センター 42

71 辻堂地区地域まちづくり事業費 辻堂市民センター 43

81 善行地区まちづくり事業費 善行市民センター 44

91 湘南大庭地域まちづくり事業費 湘南大庭市民センター 45

101 湘南台地域まちづくり事業費 湘南台市民センター 46

111 鵠沼地区まちづくり事業費 鵠沼市民センター 47

121 藤沢地区まちづくり事業費
藤沢市民センター
（藤沢公民館）

48

131 村岡いきいきまちづくり事業費
村岡市民センター
（村岡公民館）

49

141 鵠沼市民センター改築事業費 鵠沼市民センター 50

151 チームＦＵＪＩＳＡＷＡ２０２０推進事業費 市民自治推進課 51

まちづくりテーマ３ 「笑顔と元気あふれる子どもたちを育てる」 重点事業数　２０

1 すべての子どもの学びを支える学校づくり

11 児童生徒学習支援関係費（学習支援事業） 教育指導課 52

21 特別支援教育整備事業費 教育指導課 54

31 学校給食課 112

41 中学校給食施設整備費（学校給食センター整備） 学校給食課 55

2 子どもが健やかに成長できる切れ目のない支援の充実

11
こども家庭センター
（子ども家庭課）

56

21 子どもの相談関連事業【※】
こども家庭センター
（子ども家庭課）

113

31 乳幼児健診事業費（５歳児支援事業）
親子すこやか課
（健康づくり課）

58

41 不妊・不育症治療助成事業費
親子すこやか課
（健康づくり課）

60

51 妊娠・出産包括支援事業費
親子すこやか課
（健康づくり課）

61

3 子どもが幸せに育つ生活・幼児教育環境の充実

11 市立保育所運営費（病児保育） 保育課 114

【特別会計】介護保険事業費（一般介護予防事業費）

片瀬地区地域まちづくり事業費

学校給食材料費

障がい児通所給付費等事業費（児童発達支援センター機
能強化）



　課　名 頁体系コード 　事 務 事 業 名

21 法人立保育所運営費等助成事業費（病児保育、保育士確保） 保育課 63

31 藤沢型認定保育施設補助事業費 保育課 65

41 法人立保育所等施設整備助成事業費
子ども総務課
（子育て企画課）・保育課

66

51 医療的ケア児保育事業費 保育課 67

61 幼稚園人材確保支援事業費 保育課 68

71 保育所等における一時預かり関連事業
子ども総務課
（子育て企画課）・保育課

115

4 子ども・若者と対話しながら取り組む施策の推進

11 こども施策関係事業費 子ども総務課（子育て企画課） 69

21 少年の森整備事業費 青少年課 71

31 放課後児童クラブ整備事業費 青少年課 72

41 放課後子ども教室整備事業費 青少年課 73

まちづくりテーマ４ 「都市の機能と活力を高める」 重点事業数　１９

1 都市基盤の充実と長寿命化対策の推進

11 道路整備課 74

21 健康と文化の森整備事業費 西北部総合整備事務所 75

31 西北部総合整備事務所 76

41 藤沢駅周辺地区再整備事業費 藤沢駅周辺地区整備担当 77

51 都市整備課 79

61 【特別会計】市民病院事業（西館等再整備事業） 病院総務課 80

2 住環境と交通環境の向上

11 都市計画課 82

21 住宅政策推進費
住まい暮らし政策課
（住宅政策課）

84

31 空家対策関係費
住まい暮らし政策課
（住宅政策課）

86

3 地域経済循環を高める経済対策の推進

11 就労支援事業費 産業労働課 87

21 健康経営推進事業費 産業労働課 88

31 農業者等原油価格・物価高騰対応助成費 農業水産課 89

41 担い手育成支援事業費 農業水産課 90

51 産地競争力強化事業費 農業水産課 91

61 農業水産課 93

71 企業立地等促進事業費 産業労働課 95

新産業の森整備事業費

村岡地区都市拠点総合整備事業費

市道新設改良費（藤沢６５２号線、市道１４７号線（高
倉下長後線）、長後７２５号線）≪再掲≫

総合交通体系推進業務費（オフピーク時の外出促進策、
モビリティ・ハブ事業、いずみ野線延伸、駐車場施策
【※】）

農業基盤整備事業費（耕作条件の改善支援（城・稲荷地
区））【※】



　課　名 頁体系コード 　事 務 事 業 名

81 産業労働課 96

91 産業労働課 97

101 誘客宣伝事業費 観光課 98

まちづくりテーマ５ 「未来を見据えてみんなで進める」 重点事業数　１１

1 豊かな自然を守り・生かす環境対策の推進

11 ゼロカーボン推進補助事業費
ゼロカーボン推進課
（環境総務課）

99

21 環境啓発推進事業費
ゼロカーボン推進課
（環境総務課）

100

31 廃棄物等戸別収集事業費 環境事業センター 101

41 プラスチック中間処理施設運営費 環境事業センター 116

2 デジタル市役所・スマートシティの推進

11 デジタル推進事業費
デジタル戦略課
（デジタル推進室）

102

21 共創推進課（デジタル推進室） 104

3 次世代につなげる生涯学習施策の推進

11 生活・文化拠点再整備費 企画政策課 105

21 景観資源推進費 街なみ景観課 106

31 文化財収蔵庫整備事業費 郷土歴史課 107

41 スポーツ都市宣言推進事業費 スポーツ推進課 108

51 スポーツ推進課 109
スポーツ施設整備費（再整備に係る建物調査・計画策
定）【※】

スマートシティ推進事業費

商店街経営基盤支援事業費（商店街共同施設設置事業）

地域密着型商業まちづくり推進事業費（商店街にぎわい
まちづくり支援事業）



　総務費

款 ２ 項 ７ 目 ２ 細目 01 説明 04

【事業概要】

　　地域における災害時の避難支援体制を構築することを目的として、地震等の災害時に避難支

　援を必要とする高齢者や障がい者等の情報を基に避難行動要支援者名簿を作成し、自主防災組

　織をはじめとした避難支援等関係者に提供するなどの支援を行う。また、災害時の避難支援等

　をより実行性のあるものとするため、個別避難計画作成についての支援を実施する。

１．避難行動要支援者名簿の更新・提供 千円

　　新規名簿掲載対象者に対し、「地震等の災害発生時における避難支援希望確認書」を

　送付し、情報提供の同意及び避難支援希望の有無について確認を行い名簿を更新する。

　その後、名簿の受領意向がある自主防災組織等に対して、情報提供の同意が得られ、か

　つ、避難支援を希望する方を掲載した名簿を提供する。

２．説明会等の実施

　　各地区における要支援者の避難支援体制づくりを推進するため、地区防災拠点本部と

　連携を図り、自主防災組織等に対して制度内容について説明を行う。

３．「藤沢市避難行動要支援者避難支援プラン全体計画」の一部見直し

　　避難支援等関係者や避難行動要支援者からの意見等を踏まえ、内容の一部を見直す。

　また、地域における避難支援体制づくりについてまとめた手順書や訪問用チラシについ

　ても配布を行い、地域における避難支援体制づくりを推進する。

４．「ふじさわ防災ナビ～避難行動要支援者編～」の改訂・配布 千円

　　パンフレット及びリーフレットを改訂し、障がい者手帳交付対象者やひとり暮らし高

　齢者を中心に配布し、災害への備え等について普及啓発を行う。

(拡) ５．個別避難計画の作成 千円

　　避難行動要支援者名簿掲載者のうち、自ら避難することが困難な方等、優先度が高い

　方を中心に福祉専門職等と連携し、個別避難計画の作成を実施する。また、各地域の自

　主防災組織等に個別避難計画の作成を促進するにあたり、講師による説明会を実施する。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

17,941 18,697 11,756 64,085

令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

事　業　名 　地域防災支援事業費

予算科目 災害対策課（前年度所属：危機管理課）

指針体系コード １－１－１１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

一般財源

令和７年度 15,691 730 365 14,596

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

7,478

対前年度 2,489 △ 3,086 △ 1,543 7,118

令和６年度 13,202 3,816 1,908

特定財源の内訳
（国庫支出金） 障がい者地域生活支援事業費補助金 730

（県支出金） 障がい者地域生活支援事業費補助金 365

2,277

54

13,360

予算額 予算額 予算額 予算額

15,691

令和7年度 令和8年度

13122
フリーテキスト
４　重点事業詳細

13122
フリーテキスト
(1) まちづくりテーマ１　安全で安心なまちをつくる



　総務費

款 ２ 項 ７ 目 ２ 細目 01 説明 05

【事業概要】

　　災害に対する備えとして、防災備蓄資機材を整備するとともに、防災設備の整備・修繕及び

　情報提供ツールの整備・充実強化を推進する。

１．防災備蓄資機材の整備 千円

　　本市に及ぼす影響が最も大きい大正型関東地震発生時に「家屋の全壊・半壊・焼失の

　ため避難施設で生活することを余儀なくされ、かつ物資の確保が困難な者」とされてい　

　る１７７，４３８人を公的備蓄品交付対象者として、計画的に補充・更新するもの。

（品目名） 　・おかゆ ・液体ミルク

　・粉ミルク ・紙おむつ(子ども用)

  ・アレルギー対応粉ミルク ・ろ水機用滅菌剤

　・調乳専用加熱キット ・ろ水機用試験薬

　・学校用保存水 ・ろ水機用珪藻土

　・エンジンオイル ・ろ水機・発電機ガソリン缶詰

２．防災ラジオの市民頒布 千円

　　防災行政無線の難聴対策として、防災ラジオを市民頒布するもの。

　　・防災ラジオ 千円

　　・防災ラジオ用シール 千円

３．防災設備の整備、修繕等 千円

　　・危険ブロック塀等安全対策工事費補助金 千円

　　・災害備蓄用毛布リパック 千円

　　・倉庫内備蓄品移送費用 千円

　　・廃棄物処理 千円

　　・防災行政無線拡声子局再設置作業 千円

　　・防災行政通信網保守費用負担金 千円

　　・大型排水ポンプ購入費 千円

　　・ろ水機修繕費 千円

４．災害リスク情報等の整備 千円

　　・ふじさわ防災ナビ小冊子版修正業務委託 千円

　　・ふじさわ防災ナビ小冊子版増刷 千円

　　・津波ハザードマップ印刷費 千円

　　・土砂災害・洪水ハザードマップ印刷費 千円

　　・高潮ハザードマップ印刷費 千円

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

9,765

6,688

1,691

366

654

366

49,239

3,750

36,020

286

87

3,980

933

3,273

910

29,315

7,186

7,150

36

特定財源の内訳

（県支出金） 市町村地域防災力強化事業費補助金 7,108

（その他）
防災ラジオ売払収入 1,000

災害対応型自動販売機設置協力金 4,200

83,277

対前年度 597 △ 3,880 3,557 1,000 △ 80

令和６年度 94,908 3,880 3,551 4,200

一般財源

令和７年度 95,505 0 7,108 5,200 83,197

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　防災設備等整備事業費

予算科目 防災政策課

指針体系コード １－１－２１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

391,17495,505 95,655 108,507 91,507

予算額 予算額 予算額 予算額



　環境保全費

款 ３ 項 １ 目 ２ 細目 05 説明 01

【事業概要】

　　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に位置する市有山林について、周辺住民の安全

　性確保のため、法面防護事業を実施する。

１．市有山林の法面対策 千円

　　緑地改修事業全体スケジュールに基づき、対策工事を行う。

・宮前緑地法面防護工事

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

146,322 195,312 180,518 123,985 646,137

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

事　業　名 　緑地改修事業費

予算科目 みどり保全課

指針体系コード １－１－３１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

一般財源

令和７年度 146,322 146,200 122

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

15,659

対前年度 △ 7,337 8,200 △ 15,537

令和６年度 153,659 138,000

（地方債） 土砂災害防止対策事業債 146,200

146,322

宮前緑地

特定財源の内訳



　土木費

款 ９ 項 ３ 目 １ 細目 02 説明 02

【事業概要】

　　老朽化が進む河川の管理施設を適切に維持管理・更新等を行うため、令和４年度に策定した

　「河川長寿命化計画」に基づき施設修繕を行うとともに、小糸川については、護岸改修工事を

　進める。

　　また、用田１号水路の浸水対策に関連する御所見８１号水路他については、予備詳細設計を

　行う。

１．工事請負費 千円

　　・小糸川護岸改修工事【継続費】

＜継続費年割額＞ （単位：千円）

２．委託料 千円

　　・御所見８１号水路他予備詳細設計委託

３．需用費 千円

　　・施設修繕費

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

273,345 0 546,690 小糸川護岸改修

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

23,200

8,000

普通河川小糸川（現況） 普通河川小糸川（完成イメージ）

（１の事業は令和６年度６月補正で増額した事業）

273,345

特定財源の内訳 （地方債） 河川改修事業債 280,600

6年度 7年度 8年度 合計

273,345

小糸川護岸改修工事 100,000 273,345 273,345 646,690

25,493

対前年度 238,452 240,000 △ 1,548

令和６年度 66,093 40,600

一般財源

令和７年度 304,545 280,600 23,945

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　河川水路修繕費

予算科目 河川水路課

指針体系コード １－１－４１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実



　土木費

款 ９ 項 ３ 目 ２ 細目 01 説明 01

【事業概要】

　　一色川流域の浸水被害の軽減を図るため、河川断面が不足している奥山田橋の架替工事を行

　う。

　　また、「準用河川一色川整備基本計画」は策定から１０年が経過したことから、これまで実

　施した事業の中間評価及び当該計画の修正検討等を行う。

１．工事請負費 千円

　　・奥山田橋架替工事【継続費】

＜継続費年割額＞ （単位：千円）

２．委託料 千円

　　・一色川整備基本計画修正検討委託

　　・一色川境界確定測量委託

　　・一色川護岸改修工事に伴う建物等事後調査委託

　　・奥山田橋架替工事に伴う建物等事前調査委託

３．その他事務経費 千円

奥山田橋

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

156,360 539,316

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

56,700

2,136

位置図（奥山田橋）

158,836 111,760 112,360

38,400 138,400

特定財源の内訳
（国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 22,000

（地方債） 河川改修事業債 70,200

7年度 8年度 合計

100,000

奥山田橋架替工事 100,000

4,715

対前年度 89,821 22,000 5,900 61,921

令和６年度 69,015 0 64,300

一般財源

令和７年度 158,836 22,000 70,200 66,636

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　一色川改修費

予算科目 河川水路課

指針体系コード １－１－５１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

奥山田橋



　土木費

款 ９ 項 ４ 目 ４ 細目 02 説明 03

【事業概要】

　　公園利用者が安全・安心に利用できる環境をつくるため、遊具等の公園施設の修繕や専門業

　者による保守点検を実施し、適切な維持管理と老朽化等への対応を図る。 

　　また、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に指定された公園・緑地の法面について、 

　周辺住民及び施設利用者等の安全確保のため、対策実施に向けた委託及び工事を行う。

１．需用費 千円

　　劣化が進む遊具等の公園施設について、延命化を図るための塗装や小規模修繕を行う。

２．役務費 千円

　　老朽化した施設の撤去や樹木の剪定等を行う。

３．委託料 千円

　　・都市公園遊具点検業務委託

　　・藤沢市道路・公園照明灯ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業

　　・本在寺公園法面地質調査委託

　　・本在寺公園法面詳細設計委託

　　・大庭城址公園法面現況測量委託

４．工事請負費 千円

　　・新林公園木造展望台改修工事

　　・御所ヶ谷公園擁壁補修工事

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

法面対策28,062 38,700 125,400 102,300 294,462

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

事　業　名 　公園改修費

予算科目 公園課

指針体系コード １－１－６１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

一般財源

令和７年度 164,307 5,000 79,600 5,000 74,707

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

55,467

対前年度 △ 19,060 5,000 △ 43,300 0 19,240

令和６年度 183,367 0 122,900 5,000

85,655

特定財源の内訳

（国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 5,000

（地方債）
公園建設事業債 21,000

土砂災害防止対策事業債 58,600

（その他） 公園使用料 5,000

15,629

7,056

55,967



　消防費

款 １０ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 06

【事業概要】

　　市民の安全・安心を守る消防庁舎の機能向上のため、本町出張所を現庁舎敷地に建替えを実

　施する。令和７年度は、建設工事期間中の消防力維持を目的とし、仮設庁舎での運用を継続す

　る。

１．本町出張所改築整備 千円

　　改築を行うにあたり、所要の家屋事前調査を実施する。

２．仮設庁舎のリース 千円

　　仮設庁舎賃貸借費用（３／５年）

完成予想図 仮設庁舎

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

22,154 405,064 432,076 859,294

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

事　業　名 　本町出張所改築整備事業費

予算科目 消防総務課

指針体系コード １－１－８１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 災害対策の推進と消防・救急体制の充実

一般財源

令和７年度 22,154 0 22,154

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

対前年度 △ 97,789 △ 73,100 △ 24,689

令和６年度 119,943 73,100 46,843

（その他） 公共施設整備基金繰入金 22,154

2,090

20,064

特定財源の内訳



　下水道事業費

款 項 目 細目 説明

【事業概要】

　　市民が健康で快適かつ安全な生活を送れるよう、生活環境の改善、雨水の排除による浸水の

　防除及び公共用水域の水質の保全を図るため、下水道の整備及び維持管理を行う。

  　「ふじさわ下水道中期経営計画」における事業計画を着実に実施し、独立採算を原則とする

　健全経営を図る。

１．収益的支出の主な事業 千円

　（１）管渠維持管理事業 千円

   　 ストックマネジメント計画実施に伴う点検・調査、包括的民間委託（令和５年度～

　　令和８年度）、管路の修繕工事ほか

　（２）ポンプ場及び浄化センター維持管理事業 千円

　　　ストックマネジメント計画実施に伴う点検・調査、包括的民間委託（令和５年度～

　　令和８年度）、施設の修繕工事ほか

　（３）水洗便所普及促進事業 千円

　　　下水道フェアなどの下水道ＰＲ活動、水洗化促進

　（４）減価償却費、支払利息等 千円

２．資本的支出の主な事業 千円

　（１）南部及び東部管渠建設事業 千円

　　　鵠沼桜が岡四丁目地内管渠耐震化工事、片瀬二丁目地内管渠耐震化工事ほか

　（２）ポンプ場建設事業 千円

　　　浜見山ポンプ場他ポンプ設備改築工事（令和６年度～令和７年度）、南部処理区ポ

　　ンプ場計装設備改築工事ほか

　（３）浄化センター建設事業 千円

　　　大清水浄化センター沈砂池・管理棟耐震対策工事委託（令和６年度～令和８年度）、

　　辻堂浄化センター耐震耐津波診断委託ほか

　（４）新市街地下水道建設事業 千円

　　　土地区画整理事業施行区域における汚水及び雨水管渠築造工事ほか

　（５）相模川流域下水道建設事業 千円

　　　宮原地内汚水管渠築造工事ほか

　（６）企業債償還金等 千円

305,515

3,027,794

7,564,458

1,415,891

446,300

2,050,231

318,727

13,688,297

1,652,195

5,021,362

29,543

6,985,197

特定財源の内訳

（国庫支出金） 社会資本整備総合交付金 708,650

（地方債）
公共下水道債 2,621,300

流域下水道債 10,500

（その他） 一般会計負担金 4,688,947

重点施策名

事　業　名 　下水道事業費

令和７年度

令和６年度 19,927,537

13,223,358

下水道計画業務課
（前年度所属：下水道総務課）ほか３課

4,607,917 13,257,720

事業費

予算科目

区　分

対前年度 1,325,218 493,050

安全で安心なまちをつくる

災害対策の推進と消防・救急体制の充実

国庫支出金 県支出金

81,030

その他

4,688,947

215,600

708,65021,252,755

指針体系コード １－１－９１

△ 34,362

一般財源

2,631,800

まちづくりテーマ

地方債

1,846,300

785,500



３．ふじさわ下水道中期経営計画における経営計画目標

４．ふじさわ下水道中期経営計画の基本方針別事業費割合（維持管理費及び建設改良費）

下水道教室の開催  　動く水中ドローンの展示

【下水道フェアの様子】

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

下水道施設地震対策521,625 2,021,000 1,745,000 1,038,000 5,325,625

備考
予算額 予算額 予算額 予算額

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計

一般会計繰入金は負担区分に基づく適正額を維持します 46.9 億円

企業債残高対事業規模比率を350％以内に抑制します 317.9 ％

経営計画目標 令和７年度見込値

流動比率を100％に近づけます 93.7 ％

経費回収率を100％以上とします 100.9 ％

合　計

資本的支出のうち

建設改良費

収益的支出のうち

維持管理費

120.1億円

45.4億円

74.7億円

基本方針１　元気な下水道を次の世代へ

【施策１】 効果的・効率的なストックマネジメント運用体制の構築

【施策２】 重点施策 ストックマネジメント実施方針の着実な推進

【施策３】 将来を見据えた下水道施設の最適化

基本方針２　自然災害にまけないまちづくり

【施策４】 重点施策 効率的な浸水対策施設整備の推進

【施策５】 浸水被害最小化に向けたソフト対策及び自助・共助による取組

【施策６】 重点施策 下水道施設の計画的な地震・津波対策の推進（ハード対策）

【施策７】 重点施策 大規模地震に備えた事前予防対策の導入と推進（ソフト対策）

基本方針３　美しく豊かな環境づくり

【施策８】 放流水質の適正維持

【施策９】 雨天時リスク対策の推進

【施策10】 新エネルギー等の導入・活用の検討・推進

【施策11】 循環型社会に向けた資源の再利用

【施策12】 市街化調整区域などにおける汚水処理の促進

基本方針４　未来へつづく下水道サービス

【施策13】 重点施策 健全経営に向けた財政基盤の強化

【施策14】 持続可能な運営体制・組織基盤の強化

【施策15】 くらしを支える下水道の「見える化」の推進



　環境保全費

款 ３ 項 １ 目 ４ 細目 03 説明 03

【事業概要】

　　市民・警察・行政が連携して積極的に犯罪防止に取り組むため、多様な防犯活動等への支援

　を行い、防犯対策の強化を図る。

１．街頭犯罪抑止環境整備 千円

　　こども１１０番の設置及び登録者確認作業、防犯ブザーの貸出し等により街頭犯罪抑

　止環境を整備する。

２．インターネット等による防犯情報広報啓発事業 千円

　　ホームページ・ＳＮＳにより防犯情報を周知し、防犯意識を啓発する。

３．暴力追放推進協議会等の活動支援 千円

　　暴力団排除への市民意識の高揚を図る暴力追放推進協議会への支援を行う。

４．市民防犯パトロール隊の活動支援 千円

　　市内１４地区で活動している防犯パトロール団体等にパトロール用品等の支援を行う。

５．特殊詐欺被害防止対策事業 千円

　　特殊詐欺被害防止のための注意喚起チラシ配布、迷惑電話防止機能付電話機等の購入

　に対する補助及び迷惑電話防止機器の貸出しを行う。

６．防犯市民のつどいの開催 千円

　　犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、地域総ぐるみで防犯活動を進め

　ていく必要があることから、市内で防犯活動に尽力されている方の表彰や、市民に防犯

　対策を身近に感じてもらうことを目的とし、防犯市民のつどいを開催する。

暴力追放藤沢市民総ぐるみ大会 迷惑電話防止機能付電話機等購入補助制度

（令和６年度周知用チラシ抜粋） （令和６年度周知用チラシ抜粋）

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

特殊詐欺被害防止対策事業816 816 816 816 3,264

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

1,845

760

1,800

816

188

458

7,171

対前年度 △ 1,304 △ 1,304

令和６年度 7,171

一般財源

令和７年度 5,867 5,867

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　防犯対策強化事業費

予算科目 防犯交通安全課

指針体系コード １－２－１１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 防犯・交通安全対策の充実



　環境保全費

款 ３ 項 １ 目 ４ 細目 03 説明 05

【事業概要】

　　自治会・町内会等による防犯カメラ設置費・修繕費に対して補助を行うとともに、市が駅前

　広場等に設置している街頭防犯カメラの維持管理や更新を行うことで、犯罪のない安全で安心

　なまちづくりに取り組み、防犯対策の強化を図る。

１．市が設置した街頭防犯カメラの維持管理及び更新 千円

　　市が駅前広場等に設置している１５台の街頭防犯カメラについて、維持管理を行うと

　ともに湘南台駅に設置した３台の街頭防犯カメラを更新する。

・市が設置した街頭防犯カメラ一覧

２．自治会・町内会等による防犯カメラ設置費補助 千円

　　自治会・町内会等が設置する防犯カメラ２１台について、設置費の一部を補助する。

・令和７年度設置事業計画届出一覧

（３台）

（２台）

（２台）

（６台）

（１３台）

３．自治会・町内会等が設置した防犯カメラ修繕費補助 千円

　　自治会・町内会等が設置している防犯カメラ本体と周辺機器の修繕費について一部を

　補助する。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

合　計 ７団体 ２１台

500

8,270 9,218 17,043 11,851 46,382

鵠沼 ２団体 ６台

六会 １団体 １台

明治 ２団体 ８台

4,514

藤沢東部 １団体 ４台

藤沢西部 １団体 ２台

地　区 団　体　数台　数（うち更新台数）

片瀬江ノ島駅 ２台

合　計 １５台

特定財源の内訳 （県支出金） 市町村地域防災力強化事業費補助金

藤沢駅（南口２、北口４、地下２） ８台

辻堂駅（南口１、北口１） ２台

湘南台駅（東口１、西口１、地下１） ３台

1,797

3,256

駅　名 台　数

10,130

対前年度 △ 5,166 △ 1,509 △ 3,657

令和６年度 13,436 3,306

一般財源

令和７年度 8,270 1,797 6,473

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　街頭防犯カメラ設置推進事業費

予算科目 防犯交通安全課

指針体系コード １－２－２１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 防犯・交通安全対策の充実

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　土木費

款 ９ 項 ２ 目 ３ 細目 01 説明 01

【事業概要】

　　安全で快適な道路環境と安心して移動できる歩行空間の確保のため、道路の新設改良、自転

　車通行空間の整備を行う。

１．道路の新設改良事業 千円

　　・藤沢駅辻堂駅線（施設修繕費）

　　・藤沢６５２号線（委託料、工事請負費、負担金補助及び交付金ほか）

　　・宮原百石線（施設修繕費、役務費、委託料）

　　・白旗川（（仮称）東藤白橋）（工事請負費【継続費】）

　　・市道１４７号線（委託料）

　　・長後７２５号線（委託料、工事請負費、公有財産購入費ほか）

２．自転車通行空間整備事業 千円

　　・八松小学校北通り線ほか（工事請負費）

　　・辻堂駅周辺（工事請負費）

３．その他事務経費 千円

＜継続費年割額＞

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

指針体系コード ４－１－１１
まちづくりテーマ 都市の機能と活力を高める

重点施策名 都市基盤の充実と長寿命化対策の推進

藤沢６５２号線イメージ 自転車通行空間整備箇所（辻堂駅周辺）

（１の事業の一部は令和６年度１２月補正で債務負担行為を設定）

（１の事業の一部は令和６年度６月補正で増額した事業）

（１の事業の一部は長後地区整備事業費から移管）

30,551 208,000 200,000 200,000 638,551

571,026

30,551

16,804

6年度 7年度 合計

（仮称）東藤白橋築造に伴う工事請負費 119,680 162,193 281,873

特定財源の内訳

（国庫支出金）

社会資本整備総合交付金 17,146

踏切道改良計画事業補助金 37,650

無電柱化推進事業費補助金 14,300

（地方債） 道路整備事業債 444,400

（その他）
電線共同溝建設負担金 400

交通安全対策基金繰入金 3,901

61,740

対前年度 148,095 48,250 56,700 4,301 38,844

令和６年度 470,286 20,846 387,700 0

一般財源

令和７年度 618,381 69,096 444,400 4,301 100,584

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　市道新設改良費

予算科目 道路整備課

指針体系コード １－２－３１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名 防犯・交通安全対策の充実

自転車通行空間整備事業

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　民生費

款 ４ 項 １ 目 １ 細目 18 説明 01

【事業概要】

　　介護人材の確保に向けて、介護職員初任者研修等の受講者に対する助成や介護未経験者に対

　する研修、外国人介護職員の受入れに係る支援を実施するほか、介護職員等の育成及び定着を

　図るため、キャリアアップに資する研修支援に加え、介護職員等の負担軽減や業務効率化に係

　る支援を実施する。

(拡) １．生産性向上支援事業（旧：先進的介護伴走支援事業） 千円

　　居宅介護支援事業所とサービス提供事業所間におけるケアプランやサービス利用実績

　等のデータをオンラインで連携するためのケアプランデータ連携システムの普及と、シ

　ステムを活用した業務効率化及び介護職員等の負担軽減を促進するため、新たにシステ

　ムを導入する事業所を対象に、利用料の一部を助成するとともに、専門的事業者による

　システム導入及び業務改善に係る支援を実施する。

　・システム利用料の補助（利用料の２分の１以内）　１００事業所

　・業務改善に係る介入支援　　　　　　　　　　　　　１０事業所

(拡) ２．介護職員等研修受講料助成事業 千円

　　介護職員初任者研修等の修了者が、市内の介護事業所等に６カ月以上就労した場合に、

　当該研修受講料を助成する。また、介護支援専門員の人材確保を図るため、現場で就労

　していない潜在介護支援専門員の復職にあたり必要な研修受講料の助成を新たに実施す

　る。（研修受講料の３分の２以内、上限額：５万円（市内在住）、２万円（市外在住））

３．介護職員等キャリアアップ支援事業 千円

　　介護職員の技能向上を図り、キャリアアップを支援することを目的として、介護事業

　所が講師を招いて行う研修や職員を外部研修に派遣するために要する費用の一部を助成

　する。また、研修実施に係る介護事業所の負担軽減と介護職員の研修受講機会の確保を

　図るため、介護事業所の個別課題に応じた専門的研修を実施する。

　・研修受講料等補助（研修受講料等の２分の１以内）

　・専門的研修実施に係る委託料

４．外国人介護職員受入支援事業 千円

　　介護事業所を運営する法人に対し、新たに外国人介護職員を受入れるにあたり、当該

　外国人職員が居住するための住居の借上げ費用や生活必需品の購入に要する費用の一部

　を助成する。（１人当たり上限月額：居住費１万円（６カ月）、生活必需品費５万円）

５．介護の入門的研修等就労支援事業 千円

　　介護分野への人材の参入を促進するため、介護に関心を持つ介護未経験者を対象に、

　介護業務に携わる上での不安を払拭することを目的とした基本的知識を身につける研修

　を行うとともに、研修修了者に対する就労につなげるための情報発信等を行う。

６．介護のしごと出前授業 千円

　　介護事業所の職員が市内中学校等に出張し、介護の仕事のやりがい、社会的役割など

　についての講義等を実施することで、介護の仕事の魅力発信や理解促進を図る。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

（１の事業の一部は令和６年度９月補正で実施した事業）

8,571 6,053 6,053 6,053 26,730

60

特定財源の内訳 （県支出金） 地域医療介護総合確保基金（介護分）事業費補助金 45

4,168

441

848

2,100

954

6,145

対前年度 1,589 △ 792 2,381

令和６年度 6,982 837

一般財源

令和７年度 8,571 45 8,526

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　介護人材育成支援事業費

予算科目 介護保険課

指針体系コード ２－１－１１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

13122
フリーテキスト
(2) まちづくりテーマ２　誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる



　民生費

【事業概要】

　　生活困窮者自立支援法に基づき、第２のセーフティネットとして、生活保護に至る前の段階

　の自立支援策の強化を図るため、各種事業を実施する。

１．自立相談支援事業（必須事業） 千円

　　生活困窮者が抱える多様で複合的な問題に対する相談に応じ、さまざまな社会資源と

　連携・協働しながら、相談支援を包括的かつ計画的に行う。

(拡) ２．住居確保給付金事業（必須事業） 千円

　　離職者や休業等により経済的に困窮した世帯へ家賃相当額を支給するとともに、就労

　に向けた支援を行う。また、生活困窮者自立支援法の一部改正に基づき、新たに収入の

　減少などで転居により家賃負担等を軽減する必要がある生活困窮世帯に転居のための費

　用を補助し、自立に向けた支援を行う。

３．就労準備支援事業（任意事業） 千円

　　就労意欲の喚起や、就労に向けた基礎能力の形成を目的として、日常生活自立・社会

　生活自立の段階から支援を行うとともに、就労等の社会参加の機会の提供を行う。

４．家計改善支援事業（任意事業） 千円

　　家計管理に関する相談と指導及び家計改善の意欲を高める支援を行うとともに、必要

　な貸付のあっせん等を行う。

５．子どもの学習・生活支援事業（任意事業） 千円

　　市内４カ所（藤沢・六会・湘南大庭・御所見）に設置し、学校等の支援機関と連携し

　ながら、生活困窮世帯の子どもへの学習支援、居場所づくり及び不登校等の課題を有す

　る子どもに対する支援を行う。また、子どもを取り巻く保護者や世帯の生活環境や生活

　上の課題解決に向け支援を行う。

６．居住支援事業（任意事業） 千円

　　住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対し、宿泊場所等を提供

　するとともに、入所者への自立に向けた相談支援を行う。

７．共生型ホームヘルプサービス事業（市独自事業） 千円

　　日常生活の支援を必要としながらも、既存の制度では、ニーズに対応できない、ケア

　ラー、ひきこもりなどを対象に、ホームヘルパーを派遣し、日常生活のサービスを提供

　することで、自立に向けた支援を行う。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

１ 細目 21 説明 01

511

（７の事業の一部は令和６年度６月補正で実施した事業）

56,455 56,149 56,149 56,149 224,902

1,802

6

（その他）
こども未来基金繰入金 181

ホームヘルプサービス利用料 39

726

5,435

16,203

9,893

21,885

特定財源の内訳

（国庫支出金）

生活困窮者自立相談支援事業費等負担金 4,075

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 29,055

重層的支援体制整備事業交付金 979

（県支出金） 重層的支援体制整備事業交付金

21,071

対前年度 1,732 644 0 39 1,049

令和６年度 54,723 33,465 6 181

一般財源

令和７年度 56,455 34,109 6 220 22,120

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　生活困窮者自立支援事業費

地域福祉推進課

指針体系コード ２－１－２１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

予算科目 款 ４ １項 目
（前年度所属：地域共生社会推進室）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　民生費

【事業概要】

　　地域共生社会の実現に向けた包括的な相談支援体制の推進を目的に、生活圏域１３地区にコ

　ミュニティソーシャルワーカーを配置し、地域のさまざまな関係機関と連携・協働して、地域

　生活課題を抱える人（世帯）に対する伴走的な個別支援、地域で活動を行う団体に対する支援

　を展開するとともに、その積み重ねから把握される地域課題の解決に向けた取組を藤沢市社会

　福祉協議会への委託により行う。

　

１．自立相談支援事業（必須事業） 千円

　　生活困窮者が抱える多様で複合的な相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行うとと

　もに、さまざまな支援を一体的かつ計画的に行うことにより自立の促進を図る。

２．多機関協働事業（任意事業） 千円

　　単独の支援機関だけでは対応が難しい複合化・複雑化した地域生活課題を抱える生活

　困窮者等に対して、支援関係機関間における方向性の確認と役割分担を行うことで、重

　層的な支援と分野を超えた包括的な支援体制づくりを行う。

３．アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（任意事業） 千円

　　支援関係機関等の連携や、地域住民とのつながりの中から把握される、潜在的な生活

　課題を抱える人に対し、当該対象者との信頼関係を構築することをめざし、時間をかけ

　て丁寧な働きかけを行うことで、必要な制度・サービスにつなげていく。

４．参加支援事業（任意事業） 千円

　　既存の社会参加に向けた事業では対応できない本人のために、本人及びその世帯が抱

　える生活課題を把握し、地域の社会資源や支援メニューとのコーディネート・マッチン

　グを行う。また、既存の社会資源に対する働きかけを通じて、その拡充や新たな支援メ

　ニューの創設を行う。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

（前年度所属：地域共生社会推進室）
１項４款予算科目

事　業　名 　包括的支援体制推進事業費

地域福祉推進課

指針体系コード ２－１－３１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

02説明21細目１目

一般財源

令和７年度 101,489 66,683 9,433 25,373

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

24,746

対前年度 2,423 1,618 178 627

令和６年度 99,066 65,065 9,255

特定財源の内訳
（国庫支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 66,683

（県支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 9,433

63,756

2,946

20,718

14,069

101,489 101,489 101,489 101,489 405,956

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　民生費

（国庫支出金）

【施策等を必要とする背景】

　　少子高齢化の急激な進展など社会状況の変化により、「老老介護」や「ダブルケア」「介護

　離職」など、ケアラーの抱える課題は多様化・複雑化している。

　　ケアラーが孤独・孤立状態に陥らないよう、ケアラー本人に焦点を当てた、社会参加の継続

　生活・人生の質の向上、心身の健康面保持などに資する支援の拡充が求められている。

　　また令和６年に制定された「ケアをされる人もする人も自分らしい生き方ができる藤沢づく

　り条例」に基づき、ケアラーの支援に係る計画への意見等を求めるための「藤沢市ケアラー支

　援協議会」の設置及び計画の策定が求められている。

【提案に至るまでの経緯】

　　藤沢市議会の議員提案により、次の経緯で条例が制定された。

　　令和６年２月１０日　ケアラー支援条例制定に向けたシンポジウム　開催

　　令和６年６月１７日～７月１６日（仮称）藤沢市ケアラー支援に関する条例（素案）

　　へのパブリックコメント実施

　　令和６年１２月１６日　ケアをされる人もする人も自分らしい生き方ができる藤沢づくり

  　条例可決（令和７年４月１日施行）

【市の策定する計画や条例との整合性】

  　藤沢市地域福祉計画２０２６

　　基本目標２　お互いが見守り、支えあい、つながる地域づくり　

　　　　　　　　ケアラー・ヤングケアラーへの支援

　　いきいき長寿プランふじさわ２０２６

　　基本目標５　医療・介護及び福祉連携による生活支援の充実

　　　　　　　　ケアラー（介護者）に対する支援の充実

　　ふじさわ障がいプラン２０２６

　　基本目標３　地域での生活を支える支援の充実【日常生活の支援】

　　　　　　　　家族の支援

　　基本目標４　子どもの育ちを支える支援の充実【療育・教育等】

　　　　　　　　子育ての支援

【将来にわたる効果及び費用】

　１．将来にわたる効果

　　　本事業の実施により、将来の人口構造・社会変化を見据えた場合により一層のケアラー支

　　援が必要になると考えられるなか、協議会の設置・運営により、ケアをされる人もする人も

　　自分らしい生き方ができる地域づくりを推進することができる。

　２．将来にわたる費用

　　　本事業実施による毎年度の財政負担見込額は次のとおり。 

　　　　令和８年度以降　　1,683千円

1,150

一般財源

1,797

その他

647

項４款予算科目
（前年度所属：地域共生社会推進室）

事　業　名 　藤沢型地域包括ケアシステム推進事業費

地域福祉推進課

指針体系コード ２－１－４１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

01説明23細目１目１

令和７年度 2,379 388 194

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

対前年度 1,150 0 0

令和６年度 1,229 388 194

特定財源の内訳
重層的支援体制整備事業交付金 388

（県支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 194

＜拡充事業＞ 藤沢市ケアラー支援協議会の設置・条例制定に伴う周知啓発の強化



【事業概要】

　　「誰もが住み慣れた地域で、その人らしく安心して暮らし続けることができるまち」をめざ

　し、市民・地域で活動する団体・事業者等と行政との協働、並びに各地域における会議体など

　を活用し、支えあいの地域づくりについて取組を支える仕組みの構築及び連携体制を取り、藤

　沢型地域包括ケアシステムの推進に向けた施策等に取り組む。

　　また、ケアをされる人もする人も自分らしい生き方ができる藤沢づくり条例に基づき、藤沢

　市ケアラー支援協議会を設置するとともに、計画を策定する。

１．「藤沢型地域包括ケアシステム推進会議」の開催（委員報酬） 千円

　　市民、医療・福祉等の関係機関や地域団体の代表者、藤沢市社会福祉協議会や行政の

　職員で構成する審議会を開催し、藤沢型地域包括ケアシステムの推進における多機関と

　の連携体制やネットワークづくりに向けた意見交換、情報共有を図る（年４回）。

２．地域共生社会の実現向けた市民への普及啓発 千円

　　市民一人ひとりが地域社会の一員として支えあう地域づくりに向け、認知症等当事者

　の視点や感情を自分事として実感できるＶＲ体験会と講義、身近なテーマを切り口とし

　たワークショップの開催やイベントなどの機会を捉え、地域づくりについてより身近に

　感じてもらえるような啓発を行う。

（１）ＶＲ体験会等の普及啓発事業 千円

認知症ＶＲ体験会、地域共生社会に係る周知啓発物品・広報物の作製

(新) （２）ケアラー支援普及啓発事業 千円

シンポジウムの実施、周知・啓発のための広報物の作製

(新) ３．藤沢市ケアラー支援協議会の開催（委員報酬） 千円

　　市民、事業者、関係機関等で構成する協議会を開催し、ケアラー支援に資する意見交

　換、情報共有を図る（年６回）。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

1,110

213

279

492

777

備考
予算額 予算額 予算額 予算額

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計

ケアラー支援1,323 1,683 1,683 1,683 6,372



　民生費

款 ４ 項 １ 目 ２ 細目 16 説明 01

【事業概要】

　を実施する。

１．障がい者虐待防止センターの運営等 千円

　　障害者虐待防止法にかかる普及啓発等を行う。

２．手話通訳等の派遣・配置 千円

　　聴覚障がい者等に対し、手話通訳者又は要約筆記者の派遣及び配置を行う。

３．手話講習会事業等の実施 千円

　　手話講習会、要約筆記体験会を実施する。

４．障がい児者一時預かり事業 千円

　　緊急時に障がい児者を受け入れる一時預かり事業に対して助成を行う。

５．地域活動支援センターⅠ型への運営費等の助成 千円

６．地域活動支援センターⅢ型への運営費等の助成 千円

７．日常生活用具の給付 千円

　　重度の障がい児者に対して、日常生活を円滑に行うための用具を給付する。

８．訪問入浴事業の実施 千円

　　自宅での入浴が困難な障がい児者に対して、入浴サービスの支援を行う。

９．移動支援事業の実施 千円

　　屋外での移動が困難な障がい児者に対して、外出のための支援を行う。

１０．日中一時支援事業の実施 千円

　　障がい児者の日中活動の場を確保し、一時的な支援を行う。また、夕方以降の支援の

　場を確保することで、障がい者の日常生活の安定と介護者の負担軽減を図る。

１１．入院時コミュニケーション 千円

１２．福祉相談員報酬等 千円

１３．居室確保事業 千円

　　緊急的に宿泊を伴う支援の必要が生じた際の一時的な居室を提供する。

１４．メディカルショートステイ事業 千円

１５．雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業 千円

　　重度障がい者が通勤及び職場等において必要とする身体介護等の支援を提供し、就労

　をサポートする。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　地域生活支援事業費

予算科目 障がい者支援課

指針体系コード ２－１－６１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

7,318

一般財源

令和７年度 648,091 169,466 94,795 6,168 377,662

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

（その他）
地域活動支援センター利用他市負担金 300

289,332

対前年度 142,098 36,788 18,130 △ 1,150 88,330

令和６年度 505,993 132,678 76,665

障がい者地域生活支援事業費補助金 167,156

重層的支援体制整備事業交付金 2,310

（県支出金）

障がい者地域生活支援事業費補助金 83,578

市町村障がい者福祉事業推進補助金 10,062

重層的支援体制整備事業交付金 1,155

障がい福祉事業所建物賃貸料収入 5,868

40

　　障がい者総合支援法に基づき、地域の特性や利用者の状況に応じた事業（地域生活支援事業）

101

5,067

5,188

39,465

4,593

69,883

115,210

46,198

209,072

146,431

特定財源の内訳

（国庫支出金）

150

103

5,610

980

（この事業の一部は令和６年度６月補正で増額した事業）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額
情報保障、移動支援、日中一時支援の充実360,570 470,774 615,142 804,263 2,250,749



　民生費

款 ４ 項 １ 目 ２ 細目 16 説明 02

（国庫支出金）

【事業概要】

　　障がい福祉に関する相談に対応するため、障がい者とその家族等を対象に、障がい者相談支

　援事業を行い、必要に応じた情報提供、助言及び権利擁護に必要な援助等を行う。

１．相談支援事業 千円

（１）障がい者地域相談支援センター（総合相談支援事業所）

　　　市内４つの地域（東南部、西南部、中部、北部）において、障がい種別にかかわら

　　ず障がいに関する相談を受け、ワンストップ機能を果たし、相談者のニーズに対応す

　　る。

（２）専門相談支援事業所

　　　重度心身障がい、発達障がい、高次脳機能障がいの３つの障がい分野について、専

　　門的な知見から相談を受けるとともに、障がい福祉サービス提供事業者の支援を行う。

（３）基幹相談支援センター

　　　委託相談支援事業所、指定特定相談支援事業所等への人材育成支援を含めた総合的

　　な相談支援等を行う。

２．安全・安心プラン 千円

（１）障がい当事者への対応、支援者の役割及び環境設定等が記載された安全・安心プラ

　　ンの作成を行う。

（２）安全・安心プランの形式審査、助成金支払に係る審査業務を委託する。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

170,434

7,175

事　業　名 　障がい者相談支援事業費

予算科目 障がい者支援課

指針体系コード ２－１－７１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

一般財源

令和７年度 177,609 7,103 3,551 166,955

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

76,085

対前年度 52,692 △ 25,452 △ 12,726 90,870

令和６年度 124,917 32,555 16,277

特定財源の内訳
重層的支援体制整備事業交付金 7,103

（県支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 3,551

（この事業の一部は令和６年度６月補正で増額した事業）

177,609 177,609 171,459 171,459 698,136

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　衛生費

款 ５ 項 １ 目 １ 細目 03 説明 07

【事業概要】

　　がんの治療による外見の変化等が生じている患者に対し、当該変化を補うウィッグの購入・

　レンタル費用並びに胸部補整具の購入費用の一部を助成することで、外見変化に伴う苦痛を軽

　減し、療養生活の質の向上を図る。

　　また、若年がん患者が、住み慣れた自宅で安心して自分らしい日常生活を送ることができる

　よう、４０歳未満のがん患者で、ターミナル期を自宅で療養する患者に対して、訪問介護サー

　ビス費用や、福祉用具の購入・レンタル費用等について助成する。

１．がん患者ウィッグ・胸部補整具購入費等助成事業 千円

２．若年がん患者在宅療養支援事業 千円

３．その他事務経費 千円

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　がん療養支援事業費

予算科目 地域医療推進課・健康づくり課

指針体系コード ２－１－８１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

一般財源

令和７年度 7,690 216 7,474

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

（２の事業は令和６年度６月補正で実施した事業）

4,276

対前年度 3,414 216 3,198

令和６年度 4,276 0

特定財源の内訳 （県支出金） 若年がん患者支援事業費補助金 216

6,890

648

152

7,690 7,690 7,690 7,690 30,760

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　民生費

【事業概要】

　　高齢者が地域において社会的な活動に参加するきっかけづくりや、地域における住民主体の

　介護予防活動事業について支援を行う。

１．地域介護予防活動支援事業 千円

　　介護予防について、地域で自主的に活動を継続できるような人材の育成、活動団体の

　支援を行う。

２．いきいきパートナー事業 千円

　　福祉施設等におけるボランティア活動に対してポイントを付与し、そのポイント数に

　応じた支援金を交付する。

３．地域ささえあいセンター運営事業 千円

　　高齢者の生きがいづくりや多世代交流などを推進するため、藤沢市地域ささえあいセ

　ンターの運営経費を助成する。　

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　地域介護予防活動支援事業費

指針体系コード ２－２－１１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進

予算科目 款
地域福祉推進課（前年度所属：地域共生社会

推進室）・高齢者支援課
４ 項 １

一般財源

令和７年度 18,057 4,269 2,256 9,271 2,261

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,780

対前年度 △ 706 311 △ 89 △ 409 △ 519

令和６年度 18,763 3,958 2,345 9,680

特定財源の内訳

（国庫支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 4,269

（県支出金） 重層的支援体制整備事業交付金 2,256

（その他） 介護保険事業費特別会計繰入金 9,271

5,196 5,196 5,196 5,196 20,784 地域介護予防活動支援事業

01目 ３ 細目 16 説明

5,196

2,361

10,500

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　衛生費

款 ５ 項 １ 目 １ 細目 03 説明 01

【事業概要】

　　藤沢市健康増進計画（第３次）の基本目標である「健康寿命の延伸」を達成するため、生活

　習慣病予防及び重症化予防を目的とする健康教育や健康相談などの健康づくり事業を実施し、

　市民が健康づくりに取り組みやすい社会環境の整備を図る。

１．健康づくり施策の進捗状況や事業の検証を行うための会議の開催 千円

　　健康づくり推進会議、歯科保健推進会議、タバコ対策協議会の開催

２．がん対策や健康づくり、生活習慣病予防等に関する各種事業の実施 千円

　　栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙、歯・口腔等の健康づくりに関する普及啓発、

　人材育成等の各種事業を実施する。

　・健康づくりに関する健康教育や健康相談の実施

　・保健医療センターの専門職による健康増進事業の実施

　・健康づくりに取り組む市民活動団体への支援及び健康づくり応援団事業の実施

　・健康づくりに関する普及啓発

３．ふじさわ歩くプロジェクトの実施 千円

　　藤沢市健康増進計画（第２次）の最終評価において、特に働き世代や子育て世代での

　身体活動の低下が課題となっている。健康寿命のさらなる延伸に向けて、当該世代を中

　心とした市民等に対して、家事や仕事、趣味などの日常生活のあらゆる行動も「運動」

　につながる「気づき」を促すとともに、ＳＮＳやアプリを活用して楽しみながら健康づ

　くりに取り組むきっかけを提供し、継続した身体活動の促進を図る。

４．高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 千円

　　「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する

　法律」に基づき、後期高齢者医療広域連合が実施する高齢者の保健事業について、市が

　受託し、介護予防と一体的に実施する。

５．その他事務経費 千円

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

705

56,845

1,976

4,253

283

特定財源の内訳

（国庫支出金） 受動喫煙対策促進事業補助金 10

（県支出金） 健康増進事業費補助金 2,442

（その他） 高齢者保健事業・介護予防一体的実施事業受託料 4,253

69,322

対前年度 △ 12,103 △ 14 1 △ 125 △ 11,965

令和６年度 76,165 24 2,441 4,378

一般財源

令和７年度 64,062 10 2,442 4,253 57,357

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　健康づくり推進事業費

予算科目 健康づくり課

指針体系コード ２－２－２１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

64,062 64,062 64,062 64,062 256,248



　衛生費

款 ５ 項 １ 目 １ 細目 03 説明 03

【事業概要】

　　がんの早期発見、早期治療のため、市内指定医療機関でがん検診を実施する。対象者には個

　別通知を行い、受診率の向上を図る。

　　特に女性特有の子宮頸がん・乳がん検診については無料クーポンの配付を継続するとともに、

　マンモグラフィ検診車による乳がん検診の実施により普及啓発を図る。

１．胃がん検診（実施期間４月～３月） 千円

　　４０歳以上の市民を対象にバリウムによる検診を行う。

　　５０歳以上の偶数年齢の市民を対象に内視鏡検査を行う。

　　自己負担額は３，０００円（７０歳以上は無料）
　　

２．胃がんリスク検診（実施期間６月～１０月） 千円

　　４０歳～７０歳の５歳刻みの年齢の市民を対象に採血による検診を行う。

　　自己負担額は１，０００円

３．子宮頸がん検診（実施期間４月～３月） 千円

　　２０歳以上の偶数年齢の女性市民を対象に細胞診検査を行う。

　　自己負担額は２，０００円（クーポン対象者及び７０歳以上は無料）

４．乳がん検診（実施期間４月～３月） 千円

　　４０歳以上の偶数年齢の女性市民を対象にマンモグラフィによる検診を行う。

　　自己負担額は４０歳～４９歳まで（２方向撮影）は３，０００円（クーポン対象者は

　無料）、５０歳以上（１方向撮影）は１，８００円（７０歳以上は無料）

５．肺がん検診（実施期間６月～１０月） 千円

　　４０歳以上の市民を対象に胸部Ｘ線検査及び喀痰検査による検診を行う。

　　自己負担額は６００円（７０歳以上は無料）

６．大腸がん検診（実施期間６月～１０月） 千円

　　４０歳以上の市民を対象に便潜血反応検査による検診を行う。

　　自己負担額は６００円（７０歳以上は無料）

７．前立腺がん検診（実施期間６月～１０月） 千円

　　５０歳以上の男性市民を対象にＰＳＡ検査による検診を行う。

　　自己負担額は１，０００円

８．マンモグラフィ検診車による集団検診の実施 千円

９．がん検診デジタル読影の実施 千円

　　胃がん、乳がん、肺がんの各検診の二次読影においてデジタル読影を実施する。

１０．その他事務経費 千円

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　がん検診事業費

予算科目 健康づくり課

指針体系コード ２－２－３１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進

一般財源

令和７年度 707,896 7,984 699,912

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

708,838

対前年度 △ 8,855 71 △ 8,926

令和６年度 716,751 7,913

111,204

特定財源の内訳 （国庫支出金） がん検診総合支援事業補助金 7,984

228,733

35,827 千円

192,906 千円

2,504

121,400

82,448

43,597

30,630

3,071

63,192

21,117

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

707,896 722,054 736,496 751,226 2,917,672



　介護保険事業費

款 項 目 細目 説明

【事業概要】

　　介護保険法に基づき、介護保険事業の円滑な運営を図るため、被保険者の資格管理及び保険

　料の賦課徴収並びに介護認定の審査を実施し、要介護・要支援認定を受けた人に対して、介護

　（予防）サービスを提供する。また、藤沢型地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組

　の一つとして、介護予防・日常生活支援総合事業をはじめとする地域支援事業を実施し、介護

　予防を進めるとともに、高齢者が地域で自立した日常生活を営むことができるよう支援の充実

　を図る。

１．被保険者数（令和６年９月３０日時点）

２．要介護・要支援認定者数（令和６年９月３０日時点）

　　要介護等認定者は、第１号被保険者のうち介護や支援が必要な人及び第２号被保険者で

　特定疾病により、介護や支援が必要な人

３．第１号被保険者保険料賦課総額 千円

　　保険料基準額（年額） ７５，６００円（６，３００円×１２月）　

４．保険給付費の総額 千円

（１）居宅介護サービス給付費 千円

（２）地域密着型介護サービス給付費 千円

（３）施設介護サービス給付費 千円

（４）介護予防サービス給付費 千円

（５）地域密着型介護予防サービス給付費 千円

（６）特定入所者介護サービス費 千円

（７）高額介護サービス費 千円

（８）審査支払手数料 千円

1,055,096

33,400

360,300

合　計 22,702 人 14,514 人 8,188 人

8,494,235

31,746,896

17,243,000

4,756,000

7,425,000

840,000

34,100

要介護等認定者（第２号被保険者） 559 人 411 人 148 人

第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満） 164,743 人

合　計 273,827 人

区　　分 人　　数 うち要介護 うち要支援

要介護等認定者（第１号被保険者） 22,143 人 14,103 人 8,040 人

一般会計繰入金 5,463,902

区　　分 人　　数

第１号被保険者（６５歳以上） 109,084 人

主な特定財源の内訳

（国庫支出金） 介護給付費負担金 5,806,986

（県支出金） 介護給付費負担金 4,505,718

（その他）
介護給付費交付金 8,567,478

8,448,901

対前年度 △ 499,107 △ 131,026 △ 132,624 △ 294,634 59,177

令和６年度 35,637,556 7,581,207 4,853,169 14,754,279

一般財源

令和７年度 35,138,449 7,450,181 4,720,545 14,459,645 8,508,078

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　介護保険事業費

予算科目 介護保険課　ほか３課

指針体系コード ２－２－４１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 健康寿命日本一に向けた健康増進・介護予防等の促進



５．地域支援事業費の総額 千円

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 千円

　　　要支援認定を受けた人及び基本チェックリストにより事業対象に該当した人に対し、

　　介護予防・生活支援サービス事業を実施するとともに、すべての第１号被保険者等を

　　対象に一般介護予防事業を行う。

　　ア　訪問型サービス費（介護予防・生活支援サービス事業） 千円

　　（ア）訪問介護相当サービス費 千円

　　（イ）訪問型緩和基準サービス費（訪問型サービスＡ） 千円

　　（ウ）訪問型短期集中予防サービス費（訪問型サービスＣ） 千円

　　イ　通所型サービス費（介護予防・生活支援サービス事業） 千円

　　ウ　介護予防ケアマネジメント費（介護予防・生活支援サービス事業）

千円

　　エ　高額介護予防サービス費等相当事業費 千円

　　オ　一般介護予防事業費 千円
　　　　高齢者に対する介護予防や健康増進についての普及・啓発を図るとともに、地域

　　　での介護予防に資する活動に対して支援を行う。

　　カ　審査支払手数料 千円

（２）包括的支援事業 千円

　　ア　認知症総合支援事業費 千円

　　　　認知症の人及びその家族に対する早期支援等、認知症施策を推進する。

　　イ　在宅医療・介護連携推進事業費 千円

　　　　多職種連携推進のため、在宅医療支援センターによる相談事業や在宅医療推進会

　　　議を開催する。また、講座を通じて在宅医療やアドバンス・ケア・プランニング

　　　（ＡＣＰ）の普及啓発を行う。

　　ウ　地域ケア会議運営事業費 千円

　　　　多職種協働による事例検討や地域課題を共有するため、地域ケア会議を開催する。

（３）任意事業 千円

　　ア　介護給付費等適正化事業費 千円

　　　　ケアマネジメントの質の向上を図るため、ケアマネジャー等に対する支援、ケア

　　　プラン点検及びリハビリテーション専門職による住宅改修等の点検を実施する。

　　イ　介護サービス相談員派遣事業費 千円

　　　　介護保険サービス利用者の日々の生活での不安や疑問等に対応するため、介護保

　　　険施設等に介護サービス相談員を派遣する。

　　ウ　成年後見制度利用支援事業費 千円

　　　　判断能力が十分でない認知症高齢者等の権利を守るため、成年後見制度利用のた

　　　めの相談支援や市長申立てによる審判請求、制度の普及啓発事業を行う。

　　エ　家族介護者教室事業費 千円

　　　　高齢者等を介護している家族等を対象に、孤立防止に向けた介護者相互の交流や

　　　介護に必要な知識の習得の場として、家族介護者教室を開催する。

　　オ　住宅改修支援事業費 千円

　　　　住宅改修制度の円滑な利用を図るため、ケアプラン作成実績がない者の住宅改修

　　　に係る理由書を作成したケアマネジャー等に対し、作成手数料を支払う。

　　カ　認知症サポーター養成事業費 千円

　　　　認知症を正しく理解し、偏見を持たず、地域において認知症の人やその家族を温

　　　かく見守る認知症サポーターを養成する。

　　キ　緊急通報システム事業費 千円

　　　　原則６５歳以上で日常生活上注意を要するひとり暮らし高齢者等を対象に緊急通

　　　報装置を貸与し、日常の相談を受け不安を解消するとともに日常的な安否確認を行

　う。

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

15,311

6,250

158,446

1,043,500

724

一般介護予防事業費15,311 15,311 15,311 15,311 61,244

備考
予算額 予算額 予算額 予算額

120

413

37,644

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計

78,727

4,792

4,992

28,224

2,542

4,080

17,461

2,882

11,719

2,860

1,657,479

1,561,291

333,704

331,600

1,380



　総務費

款 ２ 項 １ 目 １２細目 02 説明 01

【事業概要】

　　地域まちづくりのテーマ「素的なふるさと　六会」を実現するため、さまざまなまちづくり

　事業を行い、地域の活性化と地域力を生かしたまちづくりの推進を図る。

１．花の植栽活動等による美しいまちづくり事業 千円

　　地区内の公園、小・中学校等への花の植栽活動の支援や「六会の美しい庭・風景の写

　真展」、「ふるさと六会今昔写真展」、「あいさつ声掛け運動」を行い、自然とのふれ

　あいや近所とのつながりを深めるとともに、美しいまちづくりを進める。

　　・幼苗の育成及び花苗配付、写真展の開催等

２．六会まちおこし活動支援事業 千円

　　地域の子どもから高齢者・障がい者まで皆が楽しめるイベント等の掘り起こしや人が

　つながるためのコーディネートを行い、地域文化・郷土を愛する心を醸成し、活気ある

　まちづくりを推進する。

（１）六会日大前駅ロータリーにイルミネーションを設置する。

　　　・イルミネーションの設置

（２）キャンドルカップ・キャンドルホルダー・バンブーキャンドルを配置したキャンド

　　ルナイト事業を実施する。

　　　・キャンドルの作成、設置

（３）素的ふるさと事業（こどもフェスタ・竹細工ワークショップ・ジャンボかるた大会

　　等）を実施する。

　　　・事業企画実施に係る委託等

（４）六会ふるさと音頭の普及啓発活動を支援する。

　　　・保存会への活動支援に係る補助金交付

花の植栽活動等による美しいまちづくり事業（幼苗植え替え作業）

六会まちおこし活動支援事業（駅前へのイルミネーション・キャンドル設置）

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　六会地区まちづくり事業費

予算科目 六会市民センター

指針体系コード ２－３－１１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

一般財源

令和７年度 988 240 748

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1,934

対前年度 △ 946 240 △ 1,186

令和６年度 1,934 0

（その他） ネーミングライツ料収入 240

300

688

特定財源の内訳

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

988 988 988 988 3,952



　総務費

款 ２ 項 １ 目 １２細目 02 説明 02

【事業概要】

　　地域まちづくりのテーマ「歴史の薫りと潮の香りがただようふれあいのまち片瀬・江の島」

　を実現するため、まちづくり事業を実施し、地域の特性を生かしたまちづくりの推進を図る。

１．民俗文化財等継承事業 千円

　　制作職人の不在により、一旦は途絶えた地域の伝統民芸品である片瀬こまの保存活動

　を支援する。

　・片瀬こま参加者賞品用缶バッチキット及び大会用こまの購入

　・大会用テントの購入

２．緑と花いっぱい推進活動事業 千円

　　日本有数の観光地である江の島入口の景観の向上を図るため、江の島弁天橋植栽帯の

　花植え活動を支援する。

　・弁天橋の花苗代等、事業活動に関する経費

(新) ３．生活防災を考える事業 千円

　　津波等の災害危険度の高い片瀬地区において、より多くの住民に津波災害に対する意

　識啓発を行うため、市内の道路や壁などの公共スペースを候補場所として、避難誘導を

　視覚的に促すアートを施すもの。

　　令和７年度はその前段として、ポスター掲示にてアートと防災を掛け合わせ、視覚的

　効果による防災啓発を図る。

　・周知ポスターデザイン作成協力謝礼及び作成

４．まちかどミニベンチ設置事業 千円

　　高齢者や障がい者等が買い物等外出時に一休みできたり、おしゃべりできるミニベン

　チを、地区内の商店や事業者、地権者等の協力を得て設置し、ふれあいのあるスペース

　を創出する。また、既設ベンチのメンテナンスを行う。

　・既設ベンチ修繕

(新) ５．広報事業 千円

　　全国有数の観光地としての魅力を地区内外へＰＲし、郷土愛の育成や地域の魅力を再

　発見する機会を作る。また、ＳＮＳ等の活用により、地域住民同士のコミュニケーショ

　ン強化を図るとともに、迅速かつ効果的な情報発信を行う。

　・地域広報誌の作成

　・ＳＮＳを活用した地区内の情報発信

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　片瀬地区地域まちづくり事業費

予算科目 片瀬市民センター

指針体系コード ２－３－２１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

特定財源の内訳

一般財源

令和７年度 934 240 694

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

1,891

240 △ 1,197

令和６年度 1,891 0

対前年度 △ 957
（その他） ネーミングライツ料収入 240

317

50

56

259

252

934 1,010 1,010 609 3,563

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額



　総務費

款 ２ 項 １ 目 １２細目 02 説明 03

【事業概要】

　　地域まちづくりのテーマ「明るく楽しい未来を創るまち、めいじ」を実現するため、まちづ

　くり事業を実施し、地域の特性を生かしたまちづくりの推進を図る。

１．歴史・文化継承事業 千円

　　明治地区内の歴史文化資産を活用して郷土愛を醸成するとともに、歴史文化の次世代

　への継承を図る。

　　・明治郷土史料室の企画・運営による歴史文化史料の展示及び企画展の開催

　　・小笠原東陽に係る書物等資料の調査

　　・旧三觜八郎右衛門家住宅のＶＲ映像体験

　　・郷土史講座（講演会、散策）、小学校での歴史出張講座の開催

　　・戦後８０年記念誌の作成

２．マナーアップ推進事業 千円

　　自転車運転、歩きタバコ、ごみのポイ捨て等、地区内のマナー向上を図るため、地域

　団体や住民、学校等が連携して啓発活動を実施する。

　　・マナーアップ週間におけるのぼり旗の掲示及びチラシの配布

３．子育て支援充実事業 千円

　　地域の子育て環境の充実を図るため、子育てグループや子育て支援団体、民間企業等

　と連携した事業を実施する。　

　　・子育て応援メッセの開催

　　・子育て支援室の充実

４．健康体操支援事業 千円

　　住民の健康維持と住民相互の交流を図り、健康でいきいきと生活できる地域づくりを

　推進する。

　　・自治町内会、老人会、福祉事業所等と連携した健康体操の普及啓発及び支援

　　・健康体操サポーター研修会や健康生きがい講座の開催

　　・健康体操時のフレイルリスクチェックの実施

５．地域活動支援のための周知啓発に係る経費 千円

　　

  

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

（歴史出張講座の様子） （サポーター研修会の様子）

特定財源の内訳 （その他） ネーミングライツ料収入 240

747

18

376

36

53

歴史・文化継承事業 健康体操支援事業

1,101

対前年度 129 240 △ 111

令和６年度 1,101 0

一般財源

令和７年度 1,230 240 990

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　明治地区まちづくり事業費

予算科目 明治市民センター

指針体系コード ２－３－３１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額

1,230 1,230 930 930 4,320



　総務費

款 ２ 項 １ 目 １２細目 02 説明 04

【事業概要】

　　地域まちづくりのテーマ「みんなが楽しめる心なごむ田園パーク・御所見」を実現するため、

　まちづくり事業を実施し、地域資源を生かしたまちづくりの推進を図る。

１．田園パーク構想推進事業 千円

　　御所見地区の活性化を促進するため、地域団体やボランティアと連携して、地区内の

　農畜産物を使用した「御所見グルメ」のさらなる定着及び新たな「御所見ブランド」の

　創出を図る。

　　また、農地や樹林地、豊かな水系に恵まれた地域特性を生かし、四季折々の花に彩ら

　れた環境整備を進める。

　　・花苗の植栽活動

　　・地場産食材を使用した「食」の提供促進、地区のマスコットキャラクター「うえき

　　　ちくん」を活用したＰＲ活動等

地場産食材を使用した「食」の提供活動 「うえきちくん」を活用したＰＲ活動

〔事業費（事務事業中の重点事業分）〕

事　業　名 　御所見地区地域まちづくり事業費

予算科目 御所見市民センター

指針体系コード ２－３－４１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進

一般財源

令和７年度 550 240 310

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

花苗の植栽活動① 花苗の植栽活動②

480

対前年度 70 240 △ 170

令和６年度 480 0

特定財源の内訳 （その他） ネーミングライツ料収入 240

550

　委員と花のボランティアが一緒に植
栽し、育てている御所見市民センター
花壇

　春の差し芽作業から年間をかけて育
てている「ざる菊畑」（少年の森駐車
場前の畑）

　御所見夏まつりにおいて御所見産の
「米粉」と「ブルーベリー」を使用し
た「うえきち米クレープ」を提供

　御所見文化祭で製作した「よしず屋
根休憩所」室内には公募による四季の
地区風景写真を展示

550 550 550 550 2,200

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
事業費合計 備考

予算額 予算額 予算額 予算額




